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第３期農業総合センター中期運営計画 
------------------------------------------------------------------------------------------- 
第１ 農業総合センターの果たす役割 
 農業総合センターは平成４年７月に創設され、令和 6 年現在、儲かる農業に貢
献する技術革新や協同農業普及事業を推進する役割を果たすため、研究・普及・
教育に携わる各機関の連携を強化し、新品種・新技術等の研究開発や農業者の経
営力を高める普及指導活動を展開している。 
 各試験研究機関と行政部門が一体となって試験研究機関の業務水準の向上を図
る取組として、試験研究機関の役割や今後 4 カ年の取り組むべき業務を明確にし
た「中期運営計画」を策定している。第１期及び第２期中期運営計画期間におい
ては、生産性と商品性に優れた新品種の育成や安全・安心で高品質な農産物の安
定生産技術、環境にやさしい栽培技術の研究開発等を推進してきた。また、専門
技術指導員を核とした研究員・普及指導員で構成する「新品種育成普及プロジェ
クトチーム」及び「技術体系化チーム」を設置し、研究成果の迅速な普及に努め
てきた。 

農業を取り巻く環境については、ICT・人工知能（AI）・ロボット等のデジタル
技術が急速に発展する一方で、近年の国際情勢の変化により、食料安全保障上の
リスクが高まる中、食料や生産資材の輸入を海外に依存し食料自給率が低い我が
国では、食料と農業を取り巻く情勢が大きく変化し、食料を安価で安定的に確保
することが難しくなっていることを背景に、食料や肥料の過度な輸入依存からの
脱却に向けた構造転換と、それを支える国内の供給力強化が求められている。 

さらに、「地球沸騰化時代」と言われるほどの気候変動は、世界各地に耐え難い
猛暑や豪雨等の自然災害の脅威をもたらし、農作物の品質低下や屋外での労働生
産性の低下等、広範な影響が顕著となっており、その深刻さは増大の一途をたど
っている。そのような中、農林水産省では「みどりの食料システム戦略」（R3 年
5 月策定）や、令和 6 年 2 月 27 日に改正案が閣議決定された「食料・農業・農村
基本法」（H11 年 7 月公布）のもと、農林水産業の生産力向上と持続性の両立を
目指す取組を推進しているところである。 

こうした中、第３期中期運営計画（令和 4 年３月施行）においては、このよう
な情勢を踏まえるとともに、「県総合計画（R4-R7）」で掲げる農業の成長産業
化、県食材の国内外への販路拡大、サステナブルな社会づくりやデジタルトラン
スフォーメーション(DX)の推進等の取組に加え、令和５年５月に策定された「茨
城農業の将来ビジョン」における政策の方向性と連動し、①農産物の付加価値向
上に繋がる新品種・新技術の開発、②ICT 等の先端技術の利活用による生産性向
上と水田高収益化に資する新技術の開発、③持続可能な農業を実現する有機農業
等の推進や気候変動に対応した新技術の開発を研究重点推進事項に位置付け、輸
出拡大や改正後の「食料・農業・農村基本法」で追記される生産性の向上・付加
価値の向上による農業の持続的な発展に対応しつつ、「儲かる農業」の実現に繋が
る新たな技術開発を目指す。 



2 
 

また、研究重点推進事項ごとに作成するロードマップのもと、目標に対する
PDCA をしっかりと回し、各事項の成果到達に向けて、スピード感を持った効果
的な研究開発に取り組む。 

さらに、先端技術の利活用や研究開発のさらなる発展を図るため、国立研究開
発法人、大学や民間企業等との共同研究をより一層拡大する。併せて、技術の開
発と普及を一体的に行う実証研究を取り入れ、農業者、普及指導員や民間企業等
の理解を深め、現場に適用できる試験研究の推進、成果の迅速な普及を図る。  

この計画に基づく目標達成に向けては、農業総合センターの管理・運営を担当
する管理部、総合的な企画調整を行う企画情報部、新品種・新技術の普及や専門
技術による普及組織の課題解決を支援する専門技術指導員室、農産加工技術の指
導相談を行う農産加工指導センター、農業者等に学びの場を提供する「いばらき
農業アカデミー」、研究部門を担う生物工学研究所、園芸研究所、農業研究所、山
間地帯特産指導所、鹿島地帯特産指導所の５研究機関が相互の連携を活かし、強
い農林水産業の実現が図られるよう一体となって取り組んでいく。 
 

農業総合センターの組織と主な業務（研究機関関連の抜粋） 
 

             管理部   農業総合センターの管理運営，施設等の維持管理 

 

             企画情報部 

               企画調整課   研究・普及・教育の総合的な企画調整 

●いばらき農業アカデミー  経営感覚に優れた経営体の育成 

●農産加工指導センター   農産加工に関する技術指導 

               専門技術指導員室 
                 生産現場での研究課題の把握 
                 研究機関や普及組織等と連携した研究成果の普及・促進  

             生物工学研究所  普通作物・野菜・果樹・花きの新品種の育成 

             園芸研究所 
              園芸作物（野菜・果樹・花き）に関する生産技術の開発 
              施肥・病害虫防除・流通加工に関する実用技術の開発 

             農業研究所 
              普通作物（水稲・畑作物）とサツマイモに関する生産技術の開発 
              施肥・病害虫防除に関する実用技術の開発 

             山間地帯特産指導所 
              県北等中山間地域の自然条件を活かしたリンゴ・チャ・枝物 
              など特産作物に関する新品種の導入や安定生産技術の開発 

             鹿島地帯特産指導所 
              鹿島南部地域の砂質土壌や温暖な気候等の地域特性を活用し，ピー 
              マン等の施設野菜，センリョウ・輪ギク等の花きに関する生産技術 
              の開発 

 
 

農業総合 

センター 
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第２ 第 3 期中期運営計画の期間 
  中期運営計画の期間は、令和４年度から７年度の４年間とする。 
 
 
第３ 計画期間に行う業務 
  農業に関する研究機関として、県民の幸福度や農業者所得の向上に向け、本

県が抱える課題の解決に寄与する試験研究を実施するとともに、研究成果の迅
速かつ効率的な広報・普及活動を展開する。また、国立研究開発法人、大学や
民間企業等との連携強化や儲かる農業に資する戦略的な研究予算の獲得等に取
り組み、業務の質的な向上に努める。各目標の達成に向けては、試験研究機関
ごとに目標を設定し、企画情報部が進捗管理を行う。 

 
 
１ 県民に対して提供する業務 
 
（１）試験研究 
  儲かる農業の早期実現を図るため、「県総合計画」及び「茨城農業の将来ビジ

ョン」に関連した３つの研究重点推進事項を設け、研究課題の選択と集中を図
り、スピード感を持って対応する。また、研究重点推進事項ごとに作成するロ
ードマップのもと（別添資料１～３）、試験研究の成果到達に向けて、機関評価
委員会による外部評価や促進会議による内部評価、各研究機関における推進検
討会によって目標に対する進捗管理を行う。 

 
ア 研究重点推進事項 

 
①  農産物の付加価値向上に繋がる新品種・新技術の開発 

 
   県オリジナル品種の育成にあたっては、高温耐性や生産性に優れ、ブラン

ド力の向上や高単価に結びつく特性を持つ品種を中心に進める。また、中性
子照射や DNA 選抜マーカー等の新技術を活用する等、育成期間の短縮に繋
がる研究開発を進める。 

   さらに、県オリジナル品種や県奨励品種等の高品質・安定生産技術を確立
するとともに、６次産業化と輸出拡大に繋がる高品質・多収生産や、加工・
貯蔵技術、機能性等に関する研究開発を行う。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

所得 10％以上の向上 
につながる研究成果数 

６成果 ４成果/年 

※１ R4 実績値 
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数・課題数から算出した期待値 

（3 成果/年）より高い目標を設定した。  
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 〔主な研究課題（R5 時点）〕 
 ・ニホンナシみつ症非感受性品種の育成（R1～R5、県単） 
 ・野菜新品種育成及び地域適応性試験（メロン、イチゴ）（H30～、県単） 
 ・ナシの輸出期間拡大のための長期貯蔵・流通技術及び検疫対象害虫の防除技

術の開発（R3～R6、県単） 
 ・ナシ「ひたちＰ３号」「ひたちＰ４号」の栽培管理技術及び貯蔵技術の開発

（R5～R9、県単） 
 ・茨城県産サツマイモの高品質周年出荷のための非破壊選別システム開発（R3

～R7、特電） 
 ・二番茶を用いた和紅茶生産技術の確立（R3～R7、県単） 
 
 

②  ICT 等先端技術の利活用による生産性向上と水田高収益化に資する新技術
の開発 

 
   スマート農業技術の導入を加速化するため、民間企業等との積極的な連携

を図り、ICT・人工知能（AI）・ロボット等先端技術の実用化に係る研究を実
施する。 

また、上記先端技術のほか、園芸分野では収量・品質向上や省力化、普通
作分野では超省力化・低コスト化の実現や水田高収益化に向けた新規性・進
歩性のある技術開発を行う。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

生産性向上により売上１億円の 
達成実現につながる研究成果数 

２成果 ２成果/年 

※１ R4 実績値 
※２ 第 3 期中期運営計画時に新たに設けたチャレンジ性のある指標のため、現状値を参 

考に目標を設定した。 
 
 〔主な研究課題（R5 時点）〕 
 ・生育・収量予測を核としたデータ駆動型イチゴ栽培支援技術の開発に関する

試験研究事業（R4～R8、特電） 
 ・ICT を活用した本県産ハクサイ及びダイコンの出荷予測等技術の開発に関す

る試験研究事業（R5～R7、特電） 
 ・トマト、ピーマンにおける ICT を利用した環境制御及び周年安定生産技術の

開発（R3～R7、特電） 
 ・水稲大規模経営に向けたデータ駆動型栽培技術体系の確立(R3～R5、県単) 
 ・サツマイモ茎葉処理機の開発と実証（R3～R5、受託） 
 ・水田転作ネギにおける湿害回避技術と省力化作業体系の実証（R3～R5、県

単） 
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③  持続可能な農業を実現する有機農業等の推進や気候変動に対応した新技術の開発 

 
環境負荷低減と生産物の高付加価値化を両立する、有機農業の生産性向上

や栽培管理の省力化を図る技術開発を行う。また、バイオ炭の施用技術の開
発等によるカーボンニュートラルの推進や、化学肥料及び農薬の使用量削減
等の持続可能な農業に資する栽培技術及び病害虫抵抗性品種の開発を目指
す。 

さらに、気候変動下においても生産性を維持・向上できる栽培技術の開発
や高温耐性を有する品種の開発・選定を行う。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

有機農業等の推進や気候変動 
に対応した研究成果数 

４成果 ３成果/年 

※１ R4 実績値 
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数及び課題数から算出した期待値 

（２成果/年）より高い目標を設定した。 
 
 〔主な研究課題（R5 時点）〕 
 ・カンショの高付加価値化に向けたオーガニック栽培技術と「ふくむらさ 

き」などの色彩を活かした新たな加工技術の開発に関する試験研究事業（R4 
～R8、特電） 

・有機栽培における施設葉物野菜の収量安定化に貢献する施肥予測技術の開発   
（R5～R9、特電） 

・気候温暖化に対応した水稲の高温登熟耐性選抜システムの構築（R2～R6、 
県単） 

 ・気象変動に対応したナシの高品質果実生産技術の開発に関する試験研究事 
業（R2～R6、特電） 

 ・気候変動に適応した品質の優れるリンゴ品種・系統の選定(R1～R5、県単) 
 ・長期栽培野菜に適した生分解性プラスチックの選定と酵素処理による分解 

性の評価（R1～R5、受託） 
 
 
イ 各試験研究機関の取組 
 
  農業の成長産業化に向け、以下の３つの研究所、２つの特産指導所が、それ

ぞれの特色を活かした研究を行う。また、気候変動に対応したナシの高品質果
実生産技術や、オーガニック栽培で生産されたカンショの干しいも加工技術の
開発といった分野横断的な研究にあたっては、各機関が連携して技術開発を行
う。さらに、共通の取組として、化学的に合成された肥料及び農薬に頼らない
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ことを基本とする有機農業等の持続可能な生産体系の構築に向けた技術開発を
行う。 

なお、気候変動に適応した生産技術体系の確立や新規作物の選定等、将来の
影響予測等を踏まえた計画的な適応策について研究を推進しながら、継続的な
見直しを行う。 

 
 ① 生物工学研究所    
   気候変動への適応、ブランド力や生産性の強化、国内外の需要開拓に寄与

する茨城県オリジナル品種を開発する。具体的には、高温耐性を有する水稲
や小ギク、良食味・高品質・病害抵抗性を有するメロン、イチゴ、ナシ、作
期の分散に資する極早生水稲、多様化する消費ニーズに対応する酒造好適米
等の育成に取り組む。研究手法については、交雑に加え、DNA マーカー選抜
や人為突然変異等の生物工学的手法を用い、効率的な品種育成を行う。 

 
 ② 園芸研究所 
   野菜、果樹、花き等の園芸品目を対象に、県内の生産農家の所得向上に寄

与する技術開発を目指し、重点課題として ICT や AI 等の活用によるスマ－
ト農業技術等の先進的技術開発を進める。また、本県産農産物のブランド力
強化に向け、県オリジナル品種・特産品目等主要作物の付加価値向上のため
の高品質・安定生産技術を開発する｡さらに、６次産業化や輸出等を支える生
産・加工・貯蔵技術の開発に取り組む｡ 

 
③  農業研究所 

   米や麦、大豆、サツマイモ等の普通作物部門を中心に、儲かる農業の実現
のため、付加価値向上に繋がる高品質・安定生産技術を開発する。また、強
い経営体作りのため、ICT や AI 等のスマート農業技術を活用した省力・低コ
スト生産技術の開発に取り組むとともに、水田での高収益作物の栽培技術を
開発する。 

 
④  山間地帯特産指導所 

   県北山間地域の特産物であるリンゴ、チャ、枝物等について、自然条件を
活かした特産作物の産地化・経営安定化に向け、高品質・安定生産技術の開
発に取り組む。また、観光直売や加工用途に適した収益性の高い優良品種の
選定に取り組むとともに、地域農作物の栽培研修等を開催し、開発技術の普
及を推進する。 

 
 ⑤ 鹿島地帯特産指導所 
   海洋性の温暖な気候と砂質土壌を活用した鹿島南部地域（鹿嶋市、神栖

市）の農業所得の向上を目指し、全国有数の産地規模を誇るピーマン、セン
リョウ及び若松について、儲かる農業の実現に向け、ICT 技術の活用等によ
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る単収の向上や病害虫対策等の安定生産に資する栽培技術の確立に取り組
む。また、地域農作物の栽培研修等を開催し、開発技術の普及を推進する。 

 
（２）成果の普及活用促進 
  研究成果については、専門技術指導員室が３年後の普及目標を立て、各研究

所や普及センター等と連携・協力し迅速な普及定着に努める。 
  このうち、県オリジナル品種の普及については、産地振興課とともに方針等

を検討、作成の上、専門技術指導員、研究員、普及指導員で構成する「新品種
育成普及プロジェクトチーム」を設置し、現地実証等を通して栽培マニュアル
の作成や改訂を行い、スムーズな普及定着を図る。 

  また、新技術の普及や普及センター単独での解決が困難な課題に対しては専
門技術指導員、研究員、普及指導員で構成する「技術体系化チーム」を設置
し、研究成果を活かした課題解決を行う。 

  さらに、ICT・人工知能（AI）・ロボット等先端技術については、技術の開発
と普及を一体的に行う実証型研究を取り入れることにより、農業者、普及指導
員や民間企業等の理解を深め、現場に適用できる試験研究を推進し、「スマート
農業導入の手引き」等のマニュアルを活用しながら、個々の農業者に対して費
用対効果を踏まえた成果の迅速な普及を図る。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

普及目標を達成した 
「普及に移す成果」数 

５成果 ７成果/年 

※１ R4 実績値  
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数及び課題数から算出

した期待値（6 件/年）より高い目標を設定した。 
 
（３）技術指導 
  各試験研究機関は普及センター等と密接に連携をとりながら、各地域におい

て開催される研修会や現地訪問等を通じて、農業者に対し専門的な知識や高度
な技術の指導を行う｡ 

  また、県内の農業関連団体等が主催する各種品評会の審査等を通し、生産技
術等に係る適切な助言を行う｡ 

  特に有機農業については、令和５年度に設置した専門技術指導員を核として
研究員と普及指導員で構成する「有機農業技術推進チーム」において、有機農
業に取り組む生産者に対して効果的かつ効率的な栽培技術の指導を行う。 

 
（４）技術相談・依頼診断 
  普及センター等を窓口とし、農業技術に関する専門的な知見に基づく技術相

談や専門的な診断技術を用いて、農業者の課題解決を支援する。農産物の加工
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分野については、農産加工指導センターを中心にオープンラボラトリーや、い
ばらき農業アカデミー講座等により対応する。 

  当センターだけでは対応が困難な相談や依頼診断については、大学や他の試
験研究機関等の知見も積極的に活用することで農業者の要請に応える｡ 

 
（５）外部人財育成 
  いばらき農業アカデミー講座や各種研修会等を通じて農業者等の知識・技術

の向上に努めるほか、新規就農を目指す学生を対象に農業大学校等の講義や実
験への講師派遣、就業体験実習の受入れ指導を行う｡ 

  また、小中学生を対象とした科学技術講習会・農業体験学習の受入れや農業
技術者を目指す学生を対象にした県庁インターンシップ制度による研修の受入
れ等を行い、幅広く人財の育成に努める。 

  さらに、国際協力機構（ＪＩＣＡ）等からの要請に基づく研修受入れ等、国
外農業技術者の育成に協力する。 

 
（６）広報・情報提供 
  企画情報部及び各試験研究機関は、研究成果の迅速な利活用を図るため、農

業者等を対象とした、いばらき農業アカデミー講座や研究成果発表会等の開
催、「主要成果集」等広報誌の発行、ホームページへの掲載、民間情報誌への寄
稿、県内外で開催される技術公開イベントへの参加、マスコミへの情報提供等
各種広報媒体を活用して積極的に行う｡特に、当センターの認知度や信頼度の向
上を目指し、記者クラブ等を通じて研究の取組や成果等をプレスリリースする
等、積極的な広報を行う。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

研究の取組・成果等に関する 
マスコミへの情報提供数 

（プレスリリース数を含む） 
５件 18 件/年 

   ※１ R4 実績値 
※２ 第 3 期中期運営計画時に新たに設けたチャレンジ性のある指標のため、令和 5 年度情     

報提供予定のうち、研究関連の情報提供・プレスリリース数を目標として設定した。 
 
 
２ 効率的・効果的な業務推進のために実施する方策 
 
   マネジメント機能の強化、県民ニーズの把握や他機関との連携強化等、業

務の質的な向上に努める。また、新たな発想で挑戦することができる内部人
財の育成を進める。さらに、県関係部署等と情報交換を密にし、積極的に研
究予算の獲得を図る。 
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（１）全体マネジメント 
  センター組織の各機関の長からなる定期的な企画調整会議を核とし、スピー

ド感を持って挑戦する実行力のある組織づくりを目指す。効率的・効果的な研
究の推進にあたっては、県総合計画に関連する目標の達成に向けて、研究推進
事項ごとに、研究の展開方法や実施計画を記したロードマップを作成し、毎年
度 PDCA サイクルを回しながら見直しを行う。 

  研究内容については、県関係部署を構成員とする試験研究促進会議による内
部評価を実施するとともに、公平かつ客観的な検証によって効率的・効果的な
業務推進を図るため、国立研究開発法人試験研究機関や農業者等の有識者・専
門家を構成員とする試験研究機関評価委員会による外部評価を行う｡ 

また、異常気象や地震による災害発生時には、必要に応じ体制を整備し、県
庁各部局と連携して農業被害に対応する。 

 
（２）県民ニーズの把握 
  研究課題の設定に向けては、研究成果を発表する検討会や各種イベント、市

場関係者等との意見交換等を通じて、農業者や消費者・実需者のニーズや、普
及センター等の県関係部署や県内農業関連団体等からの研究課題の要望の把握
に努める。 

 
（３）他機関との連携 
  ICT やロボット等の異分野を含めた先端技術等を活用した技術開発を進める

ため、国立研究開発法人や大学、さらにはＪＡグループ等の農業団体や民間企
業との連携を深め、これら機関との共同研究を積極的に推進する｡開発の際は、
産学官連携のもとスムーズな実用化に向け推進体制を構築する。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

外部機関との共同研究割合 32％/年 30％/年 

   ※１ R4 実績値 
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数及び課題数から算出した期待値

（21%/年）より高い目標を設定した。 
 
（４）知的財産権の取得・活用 
  研究成果については、知的財産に関する基本方針（※）に基づき権利化を適

切に行うとともに、試験計画段階から知的財産の取扱には十分留意し、その都
度必要な契約を結び取組を進める。その上で、当センターの新品種育成推進会
議や特許申請検討委員会において実用性・普及性・利活用の可能性を判断し、
品種登録や特許出願等を行う。 

  農林水産省に登録することで知的財産として保護される登録品種の活用につ
いては、県内産地でブランド力強化に向け最大限活用されるよう普及拡大方針
等に基づいて、関係機関・農業団体等が一体となって普及推進を図る｡ 
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※県立試験研究機関等における県有知的財産の活用等に関する基本方針 
 
（５）研究予算の確保 
  県関係部署をはじめ、国立研究開発法人、大学や企業等と、施策の動向や研

究資金等に係る情報交換を密にし、県単独事業や国の競争的資金等の研究予算
の確保に努める｡外部資金の予算確保にあたっては、研究成果が県内で実用化さ
れるよう、当センターが積極的に研究課題の設定に関与する。 

また、研究に必要な機材等については、計画的な導入・更新・修繕等を進め
る。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

戦略的な予算を用いた 
新規研究課題数 

８課題 10 課題/年 

   ※１ R4 実績値 
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数及び課題数から算出した期待値（9   

課題/年）より高い目標を設定した。 
 

（６）内部人財育成 
  職務の遂行を通した資質向上（ＯＪＴ）と自己研鑽を基本に、基礎研修、専

門研修等の研究職員研修体系や、国立研究開発法人の依頼研究員制度等への参
加・活用を推進し、研究員の技術開発能力の向上に努める。また、関連する学
会や研究会への参加、積極的な論文投稿を促し、研究員の資質向上を図る。 

特に、若手研究員については、当センター独自の公募による能力開発型研究
事業を実施し、試験研究の企画・立案能力の向上に努める。 

  さらに、任期付研究員や流動研究員制度を活用して、高度な専門的知識を有
する人財を積極的に受け入れ、研究員全体の資質向上に努める。 

 
指標名 現状 ※１ 目標 ※２ 

学会等への論文投稿数 19 報 20 報/年 

   ※１ R4 実績値 
※２ 第 2 期中期運営計画（H28～R2）と R3 の成果数及び課題数から算出した期待値

（12 報/年）より高い目標を設定した。 
 
 
付 則 
 １ この計画は、令和４年３月３１日より施行する。 
 ２ この計画は、令和 6 年３月２８日より一部改正する。 



普及実証開発

農産物の付加価値向上に繋がる新品種・新技術の開発

ブランド力の
ある品種育成
・栽培技術

○６次産業化や輸出拡大に繋がる
品種育成及び栽培・加工・貯蔵
技術の開発

○農産物の機能性に関する研究

研究の方向性

①ブランド力のある品種育成と栽培技術の開発
…ナシ・イチゴ・メロン(生工研・園研)、
水稲(生工研・農研)

②６次産業化や輸出拡大に繋がる品種育成・技術開発
…ナシ・クリの長期貯蔵・流通技術の開発(園研)

重点研究課題

…紫サツマイモの機能性成分に関する研究(園研)
…水稲の輸出用米の育成(生工研)

①

②

６次産業化や
輸出拡大に繋
がる技術

ロードマップ

６次産業
化や輸出
拡大に繋
がる品種
育成・技
術開発

～R4 R5 R6 R7 R8

農産物の付加価値向上を図るため、ブランド力の向上や高単価に結びつく特性を有する品種の育成や有機農産物（別添資料３
参照）、6次産業化と輸出拡大に繋がる高品質・多収生産や、加工・貯蔵技術、機能性等に関する研究開発を行う。

○生産性に優れ、ブランド力向上に
結びつく品種を中心に選抜・育成

○県オリジナル品種等の栽培技術の
開発

ブランド力
のある品種
育成・栽培
技術

目標(R4-R7)

所得を10%以上の向上につな
がる研究成果数 ４成果/年

県総合計画で関連する目標
・生産農業所得 600万円(R7)
・重点品目の販売金額168億円(R7)

【別添資料１】

ナ
シ

水
稲

県オリジナルナシ
品種の普及拡大

県オリジナルイチ
ゴ品種の普及拡大

県オリジナルメロ
ン品種の普及拡大

R10：水稲１系統
を品種登録出願

ナ
シ

ク
リ

紫
サ
ツ
マ
イ
モ

現地適応性試験の継続（園研）と拡大現地試験の実施
黒星病抵抗性「ひたちP3号」「ひた
ちP4号」の品種登録出願公表

商標戦略、普及拡大方針の策定

減農薬等による省力栽培体系の確立（園研）

苗木生産開始

他県との競争力のある高温耐性・輸出用極早生多収系統の育成と多収要因の解明（生工研）

ナシの輸出期間拡大のための長期貯蔵・流通技術及び
検疫対象害虫の防除技術の開発

防除体系の実証（R5～6）・防除マニュアルの作成（R6）
実輸送による効果の検証（ R5～6 ）

生産組織や実需者への技術情報の提供

普及や関係機関と連携したマニュアル等を活用し
た防除指導

クリ果実の長期冷蔵技術と焼き栗の長期冷凍技術の開発（R5～8）

紫サツマイモ「ふくむらさき」（原料生いも）の
機能性成分変動の解明と
品質収量向上技術の開発 「ふくむらさき」の焼き芋加工時の機

能性成分変動の解明

機能性表示の検討及び届出に関わる支援

水
稲

品質に優れる主食用系統の育成（生工研）炊飯米の外観が優れる系統の評価
（生工研・農研） 育成系統の評価（生工研・農研 ）

市場性・商品性調査（生工研）

イ
チ
ゴ

本県産ナシの輸
出量増大による
所得向上

クリの販売促進
による所得向上

サツマイモの高
付加価値販売に
よる所得向上

水稲輸出拡大に
よる所得向上

メ
ロ
ン

良食味・省力栽培対応型系統の育成（生工研）

多様な販売チャンネルに対応した緑肉・赤肉系統の育成（生工研）

研究の出口



③
水田転作作物
の栽培技術

普及実証開発

ICT等先端技術の利活用による生産性向上と水田高収益化に資する新技術の開発

○データの自動取得と解析による
栽培管理や環境制御の最適化

○生育・収量予測技術による
栽培管理支援システムの開発

研究の方向性

① 収穫予測・栽培管理支援システムの開発
…露地野菜出荷予測(園研）
…イチゴ栽培管理支援システム開発（園研）

重点研究課題

② ICT機器等による取得データの活用技術の開発
…ピーマン環境制御技術の開発(鹿島特産)
…スマート農機を活用した水稲栽培技術の
確立(農研)

①

ロードマップ

生育・収量
予測技術

実用化、各
種サービス
の展開

県総合計画で関連する目標
・R7年度までに販売金額1億円以
上の経営体を500経営体創出
スマート農業推進総合パッケージ
・R7年度までに担い手の大部分が
データを活用した農業を展開

スマート農業技術の導入を加速化するため、民間企業等と連携を図り、先端技術の実用化を進めるとともに、収量・品質向
上、省力化や低コスト化に係る技術開発を行う。さらに、水田高収益化に向けた新規性・進歩性のある技術開発を推進する。

効率的なス
マート農機
運用方法の
提示

ICT等先端技術
利用による技術

開発

水田高収益化に
資する技術開発

露
地
野
菜

イ
チ
ゴ

②
ICTによる
取得データ
の活用技術

ピ
ー
マ
ン

水
稲

目標(R4-R7)

生産性向上により売上１億円
の達成につながる研究成果数
2成果/年

【別添資料2】

○水田での高収益作物の栽培技術
の開発 ③ 水田転作作物の栽培技術の開発

…ネギ・キャベツの湿害回避技術確立(農研)

～R4 R5 R6 R7 R8
ハクサイ・ダイコン・青果
用キャベツの生育モデル
作成

生育モデルの改良・出荷予測技術の開発

産地における出荷予測技術の実証
生産者・県関係機
関への技術情報の
提供

加工・業務用キャベツの
生育モデル・出荷予測技
術の開発・実証

（加工・業務用キャベツ）生産者・県関係機関への技術情報の提供

データ駆動型スマート栽培支援システムの開発（業務委託）

イチゴの生育・収穫予測モデルの開発（共同研究） 現地ほ場における精度確認・予測モデルへのフィードバック

AI を利用した自動生育情報収集技術の実用化
栽培支援システムの現地実証・改良

低コストかつ高収量となる栽培環境条件の解明

日射比例炭酸ガス施用や遮光制御等のICTを活用した環境制御技術の開発

ICTを利用したピーマン周年安定生産
技術の組み合わせ実証 生産者向け講習会情

報提供

農地集約とスマート農機の導入効果を見える化する
シミュレーションソフトの開発可変施肥田植機による収量・品質向上技術の確立

ロボットトラクタ等による省力化技術の実証
スマート農機を活用した栽培技術体系の経済評価

スマート農業導入手引書へ
の成果の掲載

シミュレーションソ
フトによる作業効
率化の検証

シミュレーションソフト
の普及・実用化

補助暗渠、心土破砕による湿害回避技術の開発実証と
最適な地下水位の解明

逆転耕起による定植作業改善と軟腐病を抑制する施肥方法の解明
乗用管理機およびドローンを活用した省力化作業体系の確立

最適な地下水位の解明
湿害を受ける湛水条件の解明と回復技術の開発
補助暗渠、心土破砕、逆転耕起による湿害回避技術の確立

マニュアルを活用した
技術の普及

水田高収益
作物の安定
生産技術の
普及

キ
ャ
ベ
ツ

ネ
ギ

湿害回復・回避技術の実証

安定生産および省力作
業体系の実証

研究の出口

新規需要米におけるドロー
ン活用栽培技術の確立

ドローン技術体系化チームによる実証試験を通した普及・実用化



普及実証開発

持続可能な農業を実現する有機農業等の推進や気候変動に対応した新技術の開発

研究の出口

有機栽培等の
持続可能な
農業

○高温耐性品種の開発・選定
○高温下でも収量・品質を維持
できる栽培技術の開発

研究の方向性
① 有機農業に資する技術開発

…かんしょオーガニック栽培技術(農研)
コマツナ有機栽培の施肥予測技術（園研）

② 持続可能な栽培技術の開発
…生分解性マルチ利用技術の確立(園研)
…施設トマトのコナジラミ類IPM体系の開発(園研)

重点研究課題

③ 気候変動に対応した品種・栽培技術の開発
…水稲(生工研・農研)、リンゴ(山間特産) 、
コギク(園研)

③

①

②

気候変動
対応

ロードマップ

気候変動
に対応し
た品種・
栽培技術
の開発

環境負荷低減と高付加価値化を両立するため、有機農産物の生産性向上や栽培省力化を図る技術開発を行う。併せて、化学肥
料や化学農薬の使用量削減技術や病害虫抵抗性品種を開発するとともに、気候変動に対応した栽培技術や品種育成を進める。

水
稲

コ
ギ
ク

リ
ン
ゴ

持続可能
な栽培技
術の開発

生分解性マル
チ・減農薬防除
体系の普及拡大

目標(R4-R7)

有機農業等の推進や気候変動に
対応した研究成果数 3成果/年

県総合計画で関連する目標
・生産農業所得 600万円(R7)
県有機農業推進計画
・有機JAS認証取得面積 560ha(R9)

【別添資料３】

か
ん
し
ょ

有機農産物
の生産拡大

○有機農業に資する技術開発
○廃プラスチック（マルチ）の
排出を低減する栽培技術の開発

○重要病害虫対策技術の開発

１系統を登録出
願（R10）・高
温耐性品種の生
産拡大

高収益化が見込
める生産体系の
確立

開発した技術に
よる高単価期の
出荷量増大

～R4 R5 R6 R7 R8

コ
マ
ツ
ナ

有機農業
に資する
技術開発

高温耐性選抜手法を活用した新系統の育成（生工研） 育成系統の適応性評価（農研）

「にじのきらめき」の安定栽培法の確立（農研） 栽培マニュアルの作成と普及（農研）

有機農産物生産に適した土壌条件の解明
有機農業の土づくり事例
集の作成

有機栽培コマツナ等の生産拡大と有機農業の土づくり
事例集を活用した啓発活動

有機栽培におけるコマツナの収量安定化に貢献する施
肥予測技術の開発

有機質資材の窒素肥効予測モデルの実証

コギク切り花で問題となる葉の高温障害対策技術開発

高温下における採花後の出荷調整（鮮度保持、開花調整）技術開発

開発した技術効果の現
地実証及び改良

高温障害対策技術及び出荷調整技術体系の普及

生分解性マルチの現地実証及び利用マニュアル作成（トマト等） 生分解性マルチ適用作物の拡大とマニュアルを活用した啓発活動

新品種「あまはづき」と緑肥等の組み合わせによる主要病害虫に対する防除効果の検証

現地で行われている有機栽培技術（病害虫防除・雑草防除・土づくり技術）の効果解明

主力品種「ふじ」に繋がる、
夏季高温下でも品質の安定した中生品種の選定

県北地域で生食用及び加工用に使用できる赤果肉品種の選定

かんしょ有機栽培技

術の現地実証

需要期を充足する有望品種の選定及び鮮度保持剤の品質保持効果の検証

栽培実証及び鮮度保
持剤を活用した生産
体系の構築

試験ほ場での栽培実証及び栽培技術資料等を
活用した選定品種の導入支援

抑制トマトにおける天敵タバコカスミ
カメを用いたコナジラミ類IPM防除法
の開発・マニュアル作成

マニュアルを活用・実証ほ設置等を通じた技術の普及推進

促成トマトにおけるタバコカスミカメを用いた防除法の開発 他の防除法も併用したIPM体系の実証・マニュアル作成

マ
ル
チ

ト
マ
ト




